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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

            ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．第12期第２四半期連結会計期間および第11期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

      ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第11期第２四半期連結累計（会計）期間および

      第12期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

      するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第11期

第２四半期連結
累計期間 

第12期
第２四半期連結

累計期間 

第11期
第２四半期連結

会計期間 

第12期 
第２四半期連結 

会計期間 
第11期

会計期間 

自 平成20年
９月１日 

至 平成21年 
２月28日 

自 平成21年
９月１日 

至 平成22年 
２月28日 

自 平成20年
12月１日 

至 平成21年 
２月28日 

自 平成21年 
12月１日 

至 平成22年 
２月28日 

自 平成20年
９月１日 

至 平成21年 
８月31日 

売上高（千円）  10,756,442  11,313,549  4,773,430  5,580,381  23,502,365

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △92,579  △135,524  △212,601  135,317  671,941

四半期（当期）純利益又は 

四半期純損失（△）（千円） 
 △113,547  △109,615  △164,208  67,998  251,257

純資産額（千円） － －  4,455,872  4,317,228  4,728,568

総資産額（千円） － －  5,686,169  5,719,743  6,350,850

１株当たり純資産額（円） － －  28,676.54  29,116.94  30,460.54

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 △742.84  △738.09  △1,074.27  465.98  1,643.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  77.1  74.2  73.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △673,192  △264,469 － －  247,611

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △203,197  △140,505 － －  △328,447

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △75,446  △320,861 － －  △191,310

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  2,657,766  2,611,619  3,337,456

従業員数（人） － －  853  913  923
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

   当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、当第２

四半期連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、当第２

四半期会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年２月28日現在

従業員数（人） 913  (37)

  平成22年２月28日現在

従業員数（人） 907  (36)
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(１) 仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  (注)１.  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. オートバイ駐車場事業における仕入実績は、駐車場に設置されるシェルター等にかかる仕入であり、必ずし

も生産能力を表示すべき指標とはなっておりません。時間貸・月極駐車場の運営を主たる業務としており、売

上高と関連性が見られる駐車能力(車室数)は次のとおりであります。  

  

(２) 受注状況 

 当社グループはオークション販売を行うことを主としておりますので、受注状況に該当するものはありませ

ん。 

(３) 販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注)１.  セグメント間の取引については相殺消去しております。  

 ２. 前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販

売実績に対する割合は次のとおりであります。 

   (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日) 

前年同四半期比（％）

中古オートバイ買取販売事業(千円)  2,392,031  114.9

オートバイ駐車場事業(千円)  －  －

合計(千円)  2,392,031  114.9

区分
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日) 

前年同四半期比（％） 

 駐車能力(車室数) 

時間貸駐車場(車室)  1,071  110.4

月極駐車場(車室)  655  121.1

合計(車室)  1,726  114.2

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日) 

前年同四半期比（％）

中古オートバイ買取販売事業(千円)  5,456,916  116.4

オートバイ駐車場事業(千円)  123,464  144.7

合計(千円)  5,580,381  116.9

相手先 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱ビーディーエス  2,117,611  44.4  3,271,141  58.6

㈱オークネット  1,267,791  26.6  584,137  10.5
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 当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載 

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。    

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。  

（1）業績の状況  

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部に景気持ち直しの兆しが見られたものの、厳しい雇用情

勢が続き、個人消費は依然として低調に推移したことに加え、国内のデフレ経済の進展等により、企業をとりまく

環境は引き続き厳しいものとなりました。 

当社グループが属するオートバイ業界におきましては、国内におけるオートバイ保有台数が1,278万台（平成20

年３月末現在、出所：社団法人日本自動車工業会）となり、全体として微減する傾向にあります。しかし、比較的

市場価値の高い軽二輪・自動二輪といった大型オートバイの保有台数には増加傾向がみられます。一方で、当社グ

ループの主たる販売先（出品先）である中古オートバイオークション市場において、平成20年秋以降の急激な相場

の下落後、不透明な相場の状況が続いておりましたが、平成22年１月以降、春の需要期に向けてオークション相場

に上昇の兆しがみられました。 

 このような状況のもと、当社グループは、「バイク王」をコアブランドとする中古オートバイ買取販売におい

て、従来からの積極的な広告展開による認知度・信用力向上に加え、効率的な広告出稿を実施したことにより、販

売台数が増加いたしました。また、上記のオークション相場の下落にともない、平均売上単価（一台当たりの売上

高）が低迷する中、当社グループは、粗利額確保の施策として買取価格のコントロールを一層強化し、その効果が

徐々に発現したことに加えて、オークション相場に上昇の兆しがみられたこと等により、平成22年１月以降、平均

粗利額（一台当たりの粗利額）が改善いたしました。  

 その結果、売上高 千円（前年同期比16.9％増）、営業利益 千円（前年同期は224,639千円の営

業損失）、経常利益 千円（前年同期は212,601千円の経常損失）、四半期純利益 千円（前年同期は

164,208千円の四半期純損失）となりました。   

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

＜中古オートバイ買取販売事業＞  

中古オートバイ買取販売に関しては、上記のとおり、販売台数は増加し、平均売上単価が低迷する中、平均粗利

額が改善いたしました。また、店舗展開につきましては、前連結会計年度において「バイク王100店舗計画」を達

成したことにともない、既に一定の認知度の確保、商圏の細分化がなされていると判断しております。このため、

当第２四半期連結会計期間におきましては、一店舗当たりの取扱台数を増加させることによる効率性の向上を優先

した結果、新規の出店はありません。 

オートバイ小売販売に関しては、新ブランド「バイク王ダイレクトSHOP」を中心に、積極的な販売活動、小売販

売店のブランディング強化および将来的な多店舗展開を視野に入れた基礎構築を進めてまいりました。 

  以上の結果、直営店舗数は111店舗（買取販売店：100店舗、小売販売店：10店舗、パーツ販売店：１店舗）とな

り、セグメント間消去前の売上高は5,456,916千円（前年同期比16.4％増）、営業利益は114,616千円（前年同期は

208,659千円の営業損失）となりました。  

  

＜オートバイ駐車場事業＞ 

  子会社「株式会社パーク王」にて展開するオートバイ駐車場事業において、事業地の確保・拡大戦略から収益性

の向上を中心に置いた事業展開に努めてまいりました。その結果、当第２四半期連結会計期間において93車室を新

規に開設するとともに、33車室を閉鎖しており、車室数は1,726車室となりました。  

 以上の結果、セグメント間消去前の売上高は123,554千円（前年同期比44.7％増）、営業損失は4,763千円（前年

同期は17,107千円の営業損失）となりました。    

   

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

5,580,381 110,928

135,317 67,998

2010/04/15 17:22:5610644277_第２四半期報告書_20100415172218

- 5 -



（2）キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連結会計

期間末に比べ、 千円増加し、 千円となりました。  

  当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第２四半期連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は 千円（前年同期は 千円の使

用）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の計上 千円、非資金費用である減価償却費

千円および賞与引当金繰入額 千円の計上に加え、たな卸資産の減少 千円があったためでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当第２四半期連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は 千円（前年同期は 千円の使

用）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出 千円、無形固定資産の取得による支出

千円および関係会社貸付による支出 千円があったためであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当第２四半期連結会計期間において、財務活動の結果使用した資金は 千円（前年同期は 千円の使

用）となりました。これは主に、自己株式の取得による支出 千円および配当金の支払 千円があったた

めであります。 

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

222,330 2,611,619

345,464 130,777

120,492

73,935 31,374 64,944

81,954 135,322

22,987

49,335 13,000

41,180 4,007

23,426 8,253
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、柏物流センターの新設が平成22年１月に完了しております。  

   

   

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

         普通株式  600,000

計  600,000

種類 
第２四半期会計期間 
 末現在発行数(株) 
(平成22年２月28日) 

提出日現在発行数(株) 
 (平成22年４月13日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 
  取引業協会名 

内容

普通株式  152,856  152,856
  東京証券取引所 

   (市場第二部) 

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。 

計  152,856  152,856 － － 
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 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成18年11月28日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は３株であります。 

 ２．当社が株式分割（株式無償割当を含む）または株式併合を行う場合には、当該新株予約権に係る付与株式数

は株式分割または株式併合の比率に応じ比例的に調整いたします。また、当社が資本減少を行う場合等、当

該新株予約権に係る付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少等その他

の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で当該新株予約権に係る付与株式数を調整します。なお、上記の調整の

結果生じる１株に満たない端株はこれを切り捨てるものといたします。 

 ３．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げることとしております。 

 また、時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己処分を行う場合には、次の算式により行

使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げることとしております。ただし、新株予約権の行使

の場合は、行使価額の調整は行いません。 

   上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」にそれぞれ読み替えるものといたします。さらに、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整

を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価

額は調整されるものといたします。 

 ４．新株予約権の行使の条件 

ⅰ 新株予約権者は、その割当を受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社または当社子会社

の取締役、監査役、従業員等の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではありません。 

ⅱ 新株予約権の相続はこれを認めません。 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
第２四半期会計期間末現在 

(平成22年２月28日) 

新株予約権の数 (個)  328

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 (株)    984

新株予約権の行使時の払込金額 (円)  193,200

新株予約権の行使期間 
平成20年12月１日から 

平成22年11月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格  193,200 

資本組入額  96,600 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５ 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

１ 

分割（または併合）の比率

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

新株式発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 ５．当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編会社」という。)の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。 

 この場合においては、新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものといたしま

す。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に定めた場合に限るものといたします。 

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

 組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

 再編対象会社の普通株式とします。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

 組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定いたします。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調

整した再編後払込金額に上記ⅲにしたがって決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて

得られる金額といたします。 

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

 組織再編行為の効力発生日から、上記に定める新株予約権の行使期間の満了日までといたします。 

ⅵ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものといたします。 

 ６．当社は、次のいずれかに該当する場合、新株予約権を無償で取得することができるものといたします。 

ⅰ 当社が消滅会社となる合併計画、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画、または

当社が分割会社となる分割計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合は取締役会決

議）がされたとき。 

ⅱ 新株予約権者が権利行使する前に、上記４、ⅱに定める規定により新株予約権の行使ができなくなった

とき。 

ⅲ 新株予約権者が新株予約権の全部を放棄する旨申し出たとき。 

 ７．新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合にはこれを切り捨

てるものといたします。 

 ８．当新株予約権の発行に関する細目事項については、新株予約権発行の取締役会決議により決定するものとい

たします。 
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該当事項はありません。   

  

  

  

 （注）１. 上記のほか当社所有の自己株式 株（ ％）があります。 

    ２. 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

       日本マスタートラスト信託銀行株式会社 株 

       日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 株 

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金
残高(千円) 

平成21年12月１日～ 

平成22年２月28日 
 －  152,856  －  585,650  －  605,272

（５）【大株主の状況】

  平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 石川 秋彦  東京都渋谷区  39,154  25.62

 加藤 義博  東京都港区  35,207  23.03

 有限会社ケイ  東京都港区赤坂９－７－７  9,000  5.89

 日本マスタートラスト信託銀行 

 株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町２－11－３  8,523  5.58

 石川 ゆかり  沖縄県国頭郡恩納村  7,980  5.22

 日本トラスティ・サービス信託 

 銀行株式会社（信託口） 
 東京都中央区晴海１－８－11  4,503  2.95

 大谷 真樹  東京都葛飾区  3,180  2.08

 加藤 信子  東京都港区  2,940  1.92

 アイケイコーポレーション 

 従業員持株会 
 東京都渋谷区広尾１－１－39  2,710  1.77

 松山 太河  東京都渋谷区  2,631  1.72

計 －  115,828  75.78

7,000 4.58

8,523

4,503
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

（６）【議決権の状況】

  平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －      －  － 

議決権制限株式（自己株式等） －      －      － 

議決権制限株式（その他） － －      － 

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式      7,000      －      － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  145,856  145,856      － 

単元未満株式          －       －      － 

発行済株式総数  152,856      － － 

総株主の議決権           －  145,856 － 

  平成22年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社アイケイコー

ポレーション 

東京都渋谷区広尾 

１－１－39 
 7,000  －  7,000  4.58

計 －  7,000  －  7,000  4.58

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
９月 

10月 11月 12月
平成22年
１月 

２月

最高(円)  30,200  31,450  31,000  29,300  28,550  27,400

最低(円)  25,150  25,510  28,500  26,500  26,920  26,000
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの間における役員の新任および退任はあり

ません。 

 なお、役員の役職の異動については次のとおりであります。 

  

 役職の異動 

  

  

  

３【役員の状況】

新役名 新職名  旧役名   旧職名 氏名 異動年月日

取締役副社長 
営業本部管掌・ 

教育研修室管掌 
取締役副社長 営業本部管掌 大谷 真樹  平成21年12月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平

成22年２月28日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年12月１日から

平成21年２月28日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トーマツ

から名称を変更しております。  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,611,619 3,337,456

売掛金 156,801 159,202

商品 827,747 772,564

貯蔵品 33,782 21,955

その他 451,228 365,759

貸倒引当金 △675 △424

流動資産合計 4,080,504 4,656,515

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 561,451 601,982

その他（純額） 259,560 293,364

有形固定資産合計 ※1  821,011 ※1  895,346

無形固定資産 158,497 139,431

投資その他の資産   

その他 665,257 675,126

貸倒引当金 △5,528 △15,569

投資その他の資産合計 659,728 659,557

固定資産合計 1,639,238 1,694,335

資産合計 5,719,743 6,350,850
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 84,240 83,314

短期借入金 238,000 238,000

未払金 468,872 528,048

未払法人税等 22,490 284,180

賞与引当金 62,748 －

その他 388,504 332,563

流動負債合計 1,264,855 1,466,106

固定負債 137,659 156,176

負債合計 1,402,514 1,622,282

純資産の部   

株主資本   

資本金 585,650 585,650

資本剰余金 605,272 605,272

利益剰余金 3,264,901 3,466,230

自己株式 △211,053 －

株主資本合計 4,244,770 4,657,154

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 2,109 △1,077

評価・換算差額等合計 2,109 △1,077

新株予約権 70,347 72,492

純資産合計 4,317,228 4,728,568

負債純資産合計 5,719,743 6,350,850

2010/04/15 17:22:5610644277_第２四半期報告書_20100415172218

- 16 -



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 

 至 平成22年２月28日) 

売上高 10,756,442 11,313,549

売上原価 5,213,128 5,469,437

売上総利益 5,543,314 5,844,111

販売費及び一般管理費 ※1  5,663,552 ※1  6,001,730

営業損失（△） △120,238 △157,619

営業外収益   

受取利息 2,263 1,161

助成金収入 11,264 28,613

クレジット手数料収入 11,892 8,899

その他 12,678 21,235

営業外収益合計 38,098 59,908

営業外費用   

支払利息 2,039 4,859

為替差損 1,738 40

貸倒引当金繰入額 5,000 －

持分法による投資損失 1,297 29,329

その他 364 3,583

営業外費用合計 10,440 37,813

経常損失（△） △92,579 △135,524

特別利益   

固定資産売却益 197 225

新株予約権戻入益 857 2,144

貸倒引当金戻入額 － 7,840

特別利益合計 1,055 10,211

特別損失   

固定資産売却損 － 60

固定資産除却損 15,172 5,102

減損損失 5,274 17,844

特別損失合計 20,447 23,007

税金等調整前四半期純損失（△） △111,971 △148,320

法人税、住民税及び事業税 33,849 11,432

法人税等調整額 △32,273 △50,137

法人税等合計 1,575 △38,705

四半期純損失（△） △113,547 △109,615
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 4,773,430 5,580,381

売上原価 2,248,888 2,578,296

売上総利益 2,524,541 3,002,085

販売費及び一般管理費 ※1  2,749,180 ※1  2,891,156

営業利益又は営業損失（△） △224,639 110,928

営業外収益   

受取利息 2,061 861

助成金収入 4,200 25,613

クレジット手数料収入 5,953 4,102

その他 7,300 11,630

営業外収益合計 19,516 42,207

営業外費用   

支払利息 909 2,462

貸倒引当金繰入額 5,000 －

持分法による投資損失 1,297 14,601

その他 271 753

営業外費用合計 7,478 17,818

経常利益又は経常損失（△） △212,601 135,317

特別利益   

固定資産売却益 － 175

新株予約権戻入益 857 －

貸倒引当金戻入額 － 7,596

特別利益合計 857 7,771

特別損失   

固定資産除却損 14,953 4,752

減損損失 5,274 17,844

特別損失合計 20,228 22,596

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△231,971 120,492

法人税、住民税及び事業税 4,324 △6,730

法人税等調整額 △72,087 59,224

法人税等合計 △67,763 52,493

四半期純利益又は四半期純損失（△） △164,208 67,998
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △111,971 △148,320

減価償却費 155,793 148,600

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,088 △9,789

賞与引当金の増減額（△は減少） 55,122 62,748

受取利息及び受取配当金 △2,263 △1,161

支払利息 2,039 4,859

固定資産売却損益（△は益） △197 △164

固定資産除却損 15,172 5,102

減損損失 5,274 17,844

為替差損益（△は益） 1,738 40

持分法による投資損益（△は益） 1,297 29,329

売上債権の増減額（△は増加） △63,482 2,401

たな卸資産の増減額（△は増加） △136,014 △67,009

仕入債務の増減額（△は減少） △20,467 926

その他 △125,666 △38,007

小計 △218,536 7,399

利息及び配当金の受取額 2,223 1,047

利息の支払額 △1,760 △4,594

法人税等の支払額 △455,118 △268,322

営業活動によるキャッシュ・フロー △673,192 △264,469

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △101,639 △33,427

有形固定資産の売却による収入 340 250

無形固定資産の取得による支出 △35,030 △69,163

関係会社貸付けによる支出 △50,000 △33,000

その他 △16,867 △5,164

投資活動によるキャッシュ・フロー △203,197 △140,505

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 18,000 －

長期借入金の返済による支出 △24,000 －

自己株式の取得による支出 － △211,053

配当金の支払額 △60,926 △91,429

その他 △8,519 △18,378

財務活動によるキャッシュ・フロー △75,446 △320,861

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △951,835 △725,836

現金及び現金同等物の期首残高 3,609,602 3,337,456

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,657,766 ※1  2,611,619
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年２月28日） 

前連結会計年度末 
（平成21年８月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

868,147 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

776,606

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 千円1,629,457

給与手当  1,492,778

オークション費用  472,441

賃借料  576,852

賞与引当金繰入額  55,122

広告宣伝費 千円1,788,644

給与手当  1,616,095

オークション費用  546,406

賃借料  528,364

賞与引当金繰入額  62,748

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 千円760,112

給与手当  760,992

オークション費用  217,110

賃借料  289,402

賞与引当金繰入額  27,561

広告宣伝費 千円817,942

給与手当  802,382

オークション費用  254,799

賃借料  268,260

賞与引当金繰入額  31,374

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年２月28日現在） （平成22年２月28日現在） 

  

現金及び預金勘定 千円2,657,766

現金及び現金同等物 千円2,657,766

現金及び預金勘定 千円2,611,619

現金及び現金同等物 千円2,611,619
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至

平成22年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式     株  

２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式      株  

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高  

  ストック・オプションとしての新株予約権  親会社 千円  

４．配当に関する事項  

  (1)配当金支払額  

  (2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの  

  

（株主資本等関係）

152,856

7,000

70,347

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年11月26日 

定時株主総会 
普通株式  91,713 利益剰余金  600 平成21年８月31日 平成21年11月27日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年４月８日 

取締役会 
普通株式  87,513 利益剰余金  600 平成22年２月28日 平成22年５月11日
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前第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日) 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日) 

  （注）１．事業区分の方法  

 事業区分は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

(１) 中古オートバイ買取販売事業：中古オートバイ買取販売、オートバイ小売販売、パーツ販売 

(２) オートバイ駐車場事業：駐車場装置・駐車設備機器の開発・製造・販売、駐車場の管理等 

前第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
中古オートバイ
買取販売事業 

(千円) 

オートバイ
駐車場事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高           

(１) 外部顧客に対する売上高  4,688,117  85,312  4,773,430  －  4,773,430

(２) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  90  90  △90  －

計  4,688,117  85,402  4,773,520  △90  4,773,430

 営業損失（△）  △208,659  △17,107  △225,766  1,127  △224,639

  
中古オートバイ
買取販売事業 

(千円) 

オートバイ
駐車場事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高           

(１) 外部顧客に対する売上高  5,456,916  123,464  5,580,381  －  5,580,381

(２) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  90  90  △90  －

計  5,456,916  123,554  5,580,471  △90  5,580,381

 営業利益又は営業損失（△）  114,616  △4,763  109,852  1,076  110,928

  
中古オートバイ
買取販売事業 

(千円) 

オートバイ
駐車場事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高           

(１) 外部顧客に対する売上高  10,592,693  163,748  10,756,442  －  10,756,442

(２) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  180  180  △180  －

計  10,592,693  163,928  10,756,622  △180  10,756,442

 営業損失（△）   △92,830  △28,613  △121,443  1,205  △120,238
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当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日) 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

(１) 中古オートバイ買取販売事業：中古オートバイ買取販売、オートバイ小売販売、パーツ販売 

(２) オートバイ駐車場事業：駐車場装置・駐車設備機器の開発・製造・販売、駐車場の管理等 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。  

  

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額 

      該当事項はありません。 

  

３．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

      該当事項はありません。 

  

４．当第２四半期連結会計期間における付与したストック・オプションの条件変更 

      該当事項はありません。 

  

  
中古オートバイ
買取販売事業 

(千円) 

オートバイ
駐車場事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結
(千円) 

売上高           

(１) 外部顧客に対する売上高  11,054,687  258,861  11,313,549  －  11,313,549

(２) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  180  180  △180  －

計  11,054,687  259,041  11,313,729  △180  11,313,549

 営業利益又は営業損失（△）  △164,324  4,553  △159,771  2,152  △157,619

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

 （注） 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年２月28日） 

前連結会計年度末 
（平成21年８月31日） 

１株当たり純資産額 29,116.94円 １株当たり純資産額 30,460.54円

  
当第２四半期連結会計期間末 

（平成22年２月28日） 

前連結会計年度末 

（平成21年８月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  4,317,228  4,728,568

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  70,347  72,492

（うち新株予約権）  (70,347)  (72,492)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（千円） 
 4,246,880  4,656,076

普通株式の発行済株式数（株）  152,856  152,856

普通株式の自己株式数（株）  7,000  －

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株） 
 145,856  152,856

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） △742.84円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） △738.09円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失（△）（千円）  △113,547  △109,615

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △113,547  △109,615

期中平均株式数（株）  152,856  148,513

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

  －  －
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま 

     す。 

  

     該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,074.27円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 465.98円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △164,208  67,998

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △164,208  67,998

期中平均株式数（株）  152,856  145,924

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －

（重要な後発事象）
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 平成22年４月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  

①中間配当による配当金の総額                                87,513千円 

②１株当たりの金額                                          600円00銭 

③支払請求の効力発生日および支払開始日                     平成22年５月11日 

  

（注）平成22年２月28日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。  

  

  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年４月９日

株式会社アイケイコーポレーション 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 北方 宏樹  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 武井 雄次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

ケイコーポレーションの平成２０年９月１日から平成２１年８月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成２０年１２月１日から平成２１年２月２８日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年９月１日から平成２

１年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイケイコーポレーション及び連結子会社の平成２１年２月

２８日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２２年４月６日

株式会社アイケイコーポレーション 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 御子柴 顯  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 武井 雄次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

ケイコーポレーションの平成２１年９月１日から平成２２年８月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成２１年１２月１日から平成２２年２月２８日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年９月１日から平成２

２年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイケイコーポレーション及び連結子会社の平成２２年２月

２８日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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